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< 1 .山梨県葉境整備セン歩…建設等の経緯〉

O 山梨県環境整備センタ…〈以下「センタ-Jという。〉の建設に係る主な経緯i弘次のと

おりである。

平成6年9月 「公共関与iこよる産業廃棄物最終鶴分場の整備方針j の策定

線県内を5地区に区分し、管理型知分場を整備

震建設地は、各地区の市町村等で構成する議議検討委員企で選定

平成6年9月 峡北地区の建設予定地を明野村浅尾地誌iこ決定

平成お年 11丹 財団法人山誕県環境整機事業団の設立

・出揖割合:県2/6(1，000万円λ 市町村 1/6(500万円)、農業・経済界3/6(1，500万円〉

平成7年 1月~平成8年3月 環境影響調査、基本設計の挺施

平或 11年 10丹 「県政ふれあい座談金j の開催(麗接対話の実施〉

健明野村内 2諮問において、知事と明野村長が最終処分場をテーマに意毘交換

贈薪たな安全対棄を提恭

(1 )三盤の遮水構造〈ベントナイト混合士腐を敷設し、自己穆復性シートを追加)

(2)高度水処理システム〈ダイオキシン甥を分解"除去する装龍を設量)

〈3)~焼却灰の無害化(焼却灰改築害化処理して掴め立てることを基本〉

平成 12年5月-6月 地先財産区等と土地賃貸錯契約等の締結

・処分場照地として、朝神財産匹、浅尾露共有地組合〈現浅尾原財廉区)、穂足財護区、朝|

神地区農協林管理会との土地賃貸借契約等を締結

平成 14年5月 埋立廃棄物の内饗や処分場の蔑模についての見斑しを公表

-今後の鐸環型社会の進諜や廃棄物の処分量の減少などによるもの

(1 )全体茜積 1 4術 8ha → 13.1ha 

(2)埠立容量 52万Iyf → 4O. 8月ni
(3)埋立廃蒸物量 37. 65万ni → 3.0穣 4万Iyf

(4)焼却灰 受け入れ→溶融スラグ!こ限る

平成 15年1月 実棄物処理箆設設置等の許可

・一議擁護物処理施設及び産業農棄物処璃臆設の設置許可

-その他の許可(林地開発許可、農地転用許可、砂陰法上の許可など〉

辛或 17年 12兵 果、事業問、北杜市の3者間で基本協定の締結(協定舟器iま次のとおり)

[安全対策}

(1 ) 3割程度の規模縮小(埋立蕗棄物量:3 O. 4万ni → 20剛 7万rrl)

(2)公害霞止協定を早期に締結

(3)住民代表を含めた安全対策委員舎を皐期に設置 など



[地域振異事業】

-県及び事業畠母、これまでの地見協議に基づく事業を基本として、北社市と十分協議

する中で、着実に誰進

平成18年1完 処分場の規模縮小に仲う設計変更を開始

j 平成18年4月-9完 浅露諜遺跡の壊蔵文化財発掘調査の開始

-事業団が北社市教育委員会に委託し、処分場建設地内の浅尾原遺跡の発掘調査を開始

平成18年8完 果、事業団、北社市の3樹問で公響防止協定の締結

a慕本協定に基づき、拠分場の建設や溜甜管溜に当たり、安全車に万全を期すために締結

"協定内容

(1 )受け入れ廃棄物:産業廃棄物12品目白容融スラグ

(2)埋立期間:5. 5年

(3)国の基準の 10倍厳しい水禁基準の設定など、管理体軒の建立 など

平成18年9月 廃棄物処理詰設設霊変更の許可

-処分場の規模縮小に伴う変更許茸

(1 )全体菌積 13.1ha 四四争 1 1縦 2ha

(2)埋立容量 4O. 8万m → 28雌 175m

(3)埋立農薬物量 3 O. 4万m → 2 O. 7万ryf

平成18年 10長 造成工事に養手

縫工期:H 1 8. 1 O. 2 6-H 1 9. 2幽 1 6 

平成19年 1月 本体工事に着手

. ]二期 :H19. 1. 29-H21. 3. 26 

平成宏 1年3月 山梨県環境整備センターの完成

平成21年S月 山梨県環境整備センター開所式

側 H21.5.21から廃棄物の受け入れを開始

平成忽 1年6月 財団法人山菜票環境整借事業団経営審査護員会を設霊

剛山梨県環境整備センターの概算収支計酉の見護しに着手

平成21年 11月 経営審査委員会が報告書を提出

網収支楚額として約35億円の赤字が莞込まれることなどを報告

平成22年3J=:j 受入単留の改定

"経営審査委員会からの提言を受け、受入単価を引き下げ(平均 18. 8%減)

平或22年4月 活躍突進議の検討

f議棄物最終担分場対策本部j を設置。センタ…の活用促進策の検討を開始

平或22年10月 j鶏本論知システムが異常を検知

m 探臨究明作業を行うため鹿棄物の受入れを停止

平成22年11月 1 1月議会

-原因究明作識に伴う受入停止等による影響等も踏まえた持来的な技支の見通しを顎らか

にすることを表明
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く 2.概算収支計画の見宜しについて〉

O 財毘法人山梨県議境整備事業毘〈以下「事業関j という。〉が繋髄したセン告ーの収支計

画については、センター操業開始前の平成20年5f03に策定した概算収支計画では、最終

収支差額として 18高万円余号の黒字を見込んでいた。

O センターiま平成21年5丹に操業を開始したが、景気器迷による企業の生産活動の低下

にf辛う産業廃棄物排出景の漉少やリサイクんの進震による産業麗棄物最終処分量の減少な

ど様々な要思によ号、議業開始逃拐から搬入量が概算収支計四から大きく事離することが

晃込まれる状況であった。

O このため、事業関は、議算収支計器の見直し等に詞iす調査・検討を行うため、平成21 

年6月23Bに鰐団法人山葉県環境整構事業担経営審査委員会(以下「委員会JというJ
を設置し、その見直しに着手した。

O 委員会r~.. 平成 2 1年6尭.23日から民年11月17日まで計3聞にわたって審議を重

ね、同年 11月 19Bに概算収支計盟の見直し及び経世改善に向けた掠常を柱とした報告

書を事業自に提出した。

く 3. 経営審査委員会報告書の概要〉

O 委員会では、収支議額を左右する最大の要素は r料金収入」であり、その影響因子誌、

操業関始後の「契約状況Jや「霊気変動Jであるとして、セン歩ーの産業廃棄物搬入見込

みを推計し、概算収支計盟の見直しを行った。

O 推計省試算では、

①厳しい経済状況下での操業開始となったこと

φ 埋立期間を5聞 6年という短期間に設定したこと

@安定的に一定量の搬入が晃込める一般農薬物の焼却灰等の搬入を除外したこと

④最終処分量等が議少慨向にある中で、民間処分場との価格競争の影響が想定より

も大きかったこと

など襟数の要因!こよ号、料金収入は概算収支貯医で箆込んでいた49億 12百万丹から、

1 5偲 18百万円へと大幅iこ議少するものと分析し、その結県、「現行の概算収支許冨につ

いて辻、現状では達成が困難jであり、「収支差額として34鐙57百万円の器宇が見込ま

れるj との結論!こ盗った。



O また、委員会からは経営改善に向けて、

①センターの適正な運営により安全性を立証し、地元の理解を得た上での「埋立期

聞の延長」や「一般廃棄物の焼却灰等の受入J

②県内事業者に十分利用されるよう、契約量に応じて受入料金を弾力的に運用する

など、より一層の営業努力を行う中で産業廃棄物の受入量を確保する

③経費の縮減

などの提言がなされた。

く 4. 委員会の提言を受けての取り組み>

O 委員会の提言を受け、事業団はセンターを有効活用し、赤字を極力縮減することを目的

として平成2 2年3月1日から、受入料金単価を引き下げる改定(料金表ペースの単純平

均で.18. 8 %)を行った。

O また、経営改善に向け、様々な課題に迅速かつ的確に対応していくためには、県と事業

団が緊密に連携し、一体的に取り組んでいくことが重要であるとの考えから、平成22年

4月1日に知事が事業団の理事長に就任するとともに、平成22年4月13日に庁内に「廃

棄物最終処分場対策本部」を設置し、センターの活用促進策の検討を始めた。

o r廃棄物最終処分場対策本部」では、搬入量の増加に向けて最大限の努力を行うことと

し、センターの活用促進策として県及び事業団が取り組むべき項目を取りまとめ、平成

22年5月26日に公表した。

【主な取り組み項目】

・県事業からの産業廃棄物の搬入(県が行う公共事業等から排出される産業廃棄物の

搬入確保など)

・各排出事業者に対する要請(園、市町村の公共事業など)

E 産業廃棄物処理業者に対する要請

-産業廃棄物の適正処理の推進(一時保管されている産業廃棄物の処理促進の要請)

O 委員会の提言を受け、県及び事業団が一体となって廃棄物搬入量の増加に向けた取り組

みを行った結果、搬入量は順調に増加を続けた。受入料金単価を引き下げた平成22年

3月1日から 6月末までの 1日当たり受入量は、 41. 3 1トンと、取り組み開始前(1 

日当たり受入量 12. 8 9トン)に比べ、 3. 20倍と大きく増加した。

O 更に「廃棄物最終処分場対策本部」が取りまとめたセンターの活用促進策の取り組みが

本格化し始めた平成22年7月以降に限ってみると、 7月から 9月の3ヶ月間の 1日当た

り搬入量は 74. 94トンと、取り組み開始前(1日当たり受入量12. 89トン)に比

べ、 5. 8 1倍と大きく増加している(別紙1 rセンターの搬入実績J)。
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く5.漏水竣知システムの興常検知について〉

O センターの搬入量が藩実に増加を始めた矢先の平成22年10月4日、漏水検知システ

ムが異常を検知していたことが判明、上j欝遮水シートの破損のおそれがあったことから、

原菌究明作業を実施することとなり、廃棄物の受入れを中止せざるを得ない状況となった。

O 原図究明作業は、安全管理委員会の7解を受けた作業計聞に基づき行われているが、現

時点で原協は究明されていない。

O 調査笹所にアスベスト含有廃棄物が理め立てられており、万全なアスベスト築設防止対

築を講じたよで慎重に作業を行う必喪があるなど、原題究明の作業のため多額の経費が発

生するとともに、農薬物の受け入れは未だ停止した状態!こある。

くしセンターの収支計器の再見直しについて〉

O センターは操業開始かち約2年が経過し、今後の在り方等について検討が求められてい

る。

O 議員会の収支計画iま、平成21年11月19日に報告されたところであるが、その後、

先に述べたような

①溺水検知システム異常設知に係る原器究明作業の実捷〈※)

@地方公務員派違法に器づく人件費支給方法の変更

などの予期せぬ不具合の発生や制度変更などが議員会の収支計聞に少なからず影響を与え

る結果となったことや、

③平成20年援護薬物実態鑓査結果の公表〈平成22年3丹〉

⑩平成23年3克iこ葉定された山梨県建設ワサイクル推進計額2011や現在策班

作業が潜められている第2次山梨祭実棄物総合計酉により、今後の産業廃棄物の最

終処分獲に関わる施策の方期性が示されること

などにより、料金収入に大きな影響を与える県内産業廃禁物の最新の排出動向等が明らか

になるなど、センターの収支計回に関わる状況に変化が生じている。

O こうしたことを踏まえ、知事は、平成22年11月議会において、平成23年6月議会

にセンターの持来的な収支の見通しを明らかにすることとした。



※ この推計では平成23年 10見からの受入害関を懇定して誰計を符っている。

また、原因究明作業に係る経費等は、今後、議荘ぬ所設を明らかにしたうえで、惑要に

応じ、求償等を行うことになるが、ここでは、事業部が負錯するものと復重きし、試算す

る。

く 2.センターの料金収入の再見直し〉

O センうZーの収支計画の見直しにあたっては、鹿業鹿楽物の排出量、最終処分量の今後の

動向が料金~支入に大きな影響を与えることから、

①全国の産業鹿棄物の動向

②出裂票差薬蕗棄物実態調査結操

③果及び事業自で実施した県内の多譲排出事業者、車業廃棄物処理業者を対象とし

たアンケート誤査の結築

などを参考iこ廃棄物撮入量及び料金校入の推計を持った。

( 1 )センターの廃棄韓議室入量箆込みの蒋見渡し

O 以下の調査結果、アンケート結柴等から、今後の産業嘉棄物排出量、最終盤分量につい

ては、長期的に!ま減少額向に向かうものと毘込まれるが、その要震としては、再生利用の

進展、排出抑制の取り組みによる影響が大きいものと考えちれる。

O 一方、県内処理業者に関してみれば、セン合…操業開姶前までは産業麗棄物の墨絵強分

を他県に依存して脅たことから、リスク分散、こ3スト面の問題さえクリアできれ成、処理

の委託を受けた最終処分盤の相自識を県内の公共関与型最終処分場に議入することが見込

まれる。

O これらおことから、今後のセンターの産業廃棄物搬入量については、排出抑制の取り組

みにより接出輩、最終姑分識の一定の減少が見込まれるものの、県外に依存してきた最終

提分の課内への由帰等を見込み、事成23年震から平成26年 11月までの間は、

が大韓i二増却し始さわた f平成22年7月1自から同年9月30臼までの 1日平均搬入議j

x r雷業昌数j をベ…スとして見込告ものとする。

O なお、謂7.1<絵知シスチムの異常検知に罷る原因究明作業が継続中であることから、平成

23年震について誌、 10月から受入を再躍するものと想定し、また、受入停止の影響を

考議し、再開 1丹躍はよ記の 80%、2J]自は90%、3完自から 100%の搬入を見込

む。
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《搬入実績》

5月 6見

887.03 I 707.52 I 1，318.17 
18 

1，852.56 

20 

58.26 

74.94 

O この結果、麗棄物搬入量は67，403トンとなる毘込みで、委員会の鹿誕物搬入克込

みと比べ、 16， 274トン (19覆 4%)の減となった。

{産業廃棄物に関する調査結果等]

〈ア〉全関の産業廃棄物の動指(別総2拳類)

O 環壌省が平成22年度に取りまとめた「巌業廃棄物の排出及び娃理状況等〈平成20年

震)についてj によると半或20年度の金閣の産業廃棄物排出量iま、平成 15年護と比べ

1. 9%減、再生利用量は7. 5%増、最軽処分量は45. 1 %減となっている。

O またγ平成22年12丹江変更された、国の「廃棄物の減量その色その適正な処理に関

する縄築の総合的かつ針間的な撞進を図るための基本的な方針j では、.i!!或19年度に対

する平或27年度の産業鹿棄物の減量化の目標量として、排出量の増加を 1. Q %増!こ抑

制、再生利用率を52%から 53%へ1ポイント増加、最終処分譲を 12術。%(年平均

1. 5%)削減することとしている。

〈イ〉平成21年度山梨牒産業農棄物実態調査結果(平成20年度実績)等 OjlJ紙3参照〉

O 産業廃棄物実態概査とは、廃棄物の清撞及び処理iこ関する法律!こ基づき、県が毎年実施

している説査で、その目的jま産業廃棄物の排出、処鳴の扶況を分析、議計し、山梨県廃棄

物総合許酉の漉成状況を把握することにある。

O 平成21年度に取りまとめちれた調査結果によると、平成20年度の山梨摂内の産業農

棄物排出量は、平成15年度と詑ベ8. 3 %減、委託最終処分譲は52. 0 %減となって

おり、全国と比較しても大きく減少している。

{本県の特徴] ‘排出量は製造業と建設業が大半を占める。

-最絡処分量の瀧少はほとんどが建設業。
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O また、第2次山梨操廃棄物総合計聞の紫東では、平成27年度の産業廃棄物排出震は平

成20年度比3. 1 %減、再貨不IJ用援は4. 0%減、委託最終処分量は1O. 5%減と見

込んでいる。

O 更に、山梨県建設リサイクル推進計甑2011では、建設発生木材の再資翠化を進ゐる

ことなどにより、平成27年度までに建設鹿喪物全体で 99%以上の再資語、往復縮減率を

目指すこととしている。

(ウ〉多量排出事業者向けアンケートの結果

O 産業麗棄物の年間排出量が500トン以上〈平成21年度実績〉であった多量排出事業

者を対象とし、最襲処分の方法、 1)サイクんの見通しなどに関するアンケート調査を実施

した。

その状況については、次のとおりである。

{語査題関》 平或23年1Fl1 1日から 21日

{語査対象> 147事業者〈回答数 111事業者〈回答率75. 5%)) 

ま誤査結果》 下表のとおり

守〉今後の産業廃棄物の毘通しについて (単位:%)

増加
変化なし

減少
そのf邑

大きく増加 増加 減少 大きく減少

排出量 0.9 1 5.3 39.6 37.8 4.5 1.8 

再生利用量 1.8 26.1 44.1 23.4 2.7 1.8 

最終処分量 0.0 1 3.3 41.7 36.7 3.3 0.9 

②産業鹿棄物の発生抑制、再資源化等の取り組みの余地について

ヨ大いにあるi多少ある 11まとんどないj全くない iその他

13.5 I 60.4 1 19.8 I 0.9 I 5.4 

18.0 I 56.8 I 24.3 I 0.0 I 0.9 
一時号

車
山
牝

抑
一
躍

生
一
資

発
一
再

O アンケート讃査の結果、今後の排出量は f大きく減少するJr減少するjが42. 3%を

占め、 f大きく場揺するJr増加するj の16事 2%を上回った。

高生孝IJ用量については、 「大きく増加するJ r増加するjが27剛 9 %、 f大きく減少

するJ r減少するjが26. 1 %ときっ抗している。最絡処分識については、 f大きく減少

するJr減少するJが40寓 0%を占め、 f大きく増加するJr増加するjの13. 3%を上

田っている。
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O 発生抑制、再費源化等への取り組みについては、いずれも 7割強の事業者が f余地があ

るj と回答している。今後の最絡処分量iま、再生利用量が f増加Jする見通しであり、ま

た、発生抑制よる f議少」も見込まれることから、長期的には減少基調!こ島るものと考え

られる。

(ヱ〉処理難者向けアンケートの結果

O 平成21年5月の操業罷始以降、センヲーへの累積損入盤が25トン "rd以上の処雌業

者を対象とし、今後のセン歩ーへの搬入議の見通し等に関するアンケート調査等密行った。

その状況については、次のとおりである。

《説驚期間》 平成23年 1F.l12日から 24日

《髄査対象>> 2 1社(回答数 2 1社〈回答率100%))

《調査結集》 下表のとおり

33.3 14.3 

(単位.%)

自答なし

4.8 

舎今後の麗業農業物の最終処分量の見通しについて

増加 !変化なし l 減~ その他 i臨替なし

最終処含量 33.3 23.8 4.8 4.8 

リサイクル盤 19.0 

。他県への産業廃難物の撮出について〈行政の搬入規制の状況)

回くなっている| 変北なし|弱くなっている

規範の状況 47.6I 47.6 I 4.8 

'Eg 多量排出事難者向けアンケート、処理業者向けアンケートの結果的詳細については、

24紙4参照

O アンケート調査の結果、センターの再開後の搬入議については日韓やす」が33. 3.% 

で「間程度j、f減らすjが61. 9%となった。また f裁らすJとした籍組謀者について

も一定量はセン歩ーに搬入すると回答している。

O 最終処分量の見過しについては r増加Jr変化なしjが66.6 %と f減少jの23.8% 

を大脅く上田っている。景気器復!こ伴い、企業の生産活動の活発化による増加を想定して

いる処理業者が多い。

s 



O また、他県への産業廃棄物の嫌出については、約半数の処理業者が r(行政による規制が)

強くなっているJと間接している。

{多量排出事業者向けアンケート〕

迂議経娃分譲の議集について器っていることがあるか(単位:%)

菌っている

罷っていない

窃〈①(J)自答で菌っている場合〕理由iま

短理科金が高い 28.0 

運搬費用が高い 25.4 

最終処分場が不足 14.4 

受入基準が厳しい 11.6 

【処理業者向けアンケート】

最終処分場を選ぶ際に重視することは(機数回答〉

1位 処分業者、施設の信頼性

2位 処理料金が低廉であること

3位 できるだけ近くにあること

4位 受入条件(種類、受入量、分担基準〉

5位 取引実績があること

(2)センターの料金収入の再晃麗し

O センターの農薬物撮入量iま、農業関語から平成22年2月までは低調に推移したが、平

成22年3月に受入料金単倍をきiき下庁、更に、農と事業団が一体となった活用促進策に

散り結んだ後iま一定の停びを克せている。

G 一方、多量排出事業者i老けアンケ-f--..処理業者向けアンケ…ト(別紙4掛照)の問答

にもおるように、農棄物延理について事業者詰特にコストを重視する意向があり、前記の

議入量を確保するためには、現状お料金水準を維持することが前提となる。

従って、収入を晃込む擦の料金単彊(1トン当たり)は平成22年ア月 1日から同年9

丹30日までの平均受入単酒13， 876円とする。
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O この結果、料金収入試9億56百万円となる完込みで、委員会が見込んだ料金収入に対

して5憶62百万円 (37. 0%)の濃となった。なお、料金収入の減少率が蕗饗物受入

選の減少率よザも大きいのは、没入料金の単部の引き下げ(平成22年3月興施〉などに

よるものである。

{料金収入の再見躍しの結果】

養員会の収支計踊

(溌A蓋:トン、料金収入:千円)

受入量 料金収入

平成21年度 4，429 77.092 

平成22年震 11.720 213，027 

平成23年度 15.912 289ぷ15

平成24年成 18，338 333.318 

平成25年度 19.244 349，768 

平成26年農 14，034 255，085 

合計 83.677 1，517，505 

1トン当たり単価 18，135円

立米換算 92，部om3 
計画 281，∞o m3 

亡コ

く 3. センターの経費の再~車し〉

O 支出については、

今後の克込み

(受入議:トン、料金設入:千円)

受入量 料金坂入|

平成21年度 3.234 61.545 

平成22年度 7，435 107，183 

平成23年震 8，611 119，486 

平成24年度 18，285 253.723 

辛或25年度 18.011 249.921 

平成之6年度 11，827 164，111 

合計 67.403 955，969 

※平成21、22年肢は実議。

1トン当たり単錨 13，876問

立米換算 86，651 m3 
計盟 281，000 m3 

育s:p:成23年震以降の謹立期間中については、平成23年度予算をベース、

. 5雇 5年の理立期間終了後の維持管理期間 (10年間〉については、維持管理積怠

金の積立計揺をベースとして、

養員会が莞込んだ経費の再見直しを行った。

く 4.収支計四の再見直しの結果について〉

o 1から 3までの収支に様る主要項目の再琵直しの結果に基づき、セン歩ーの収支計調の

再捜計を行った結果、収入は委員会による収支計聞に対して、料金収入が5億62百万丹

の議、構助金収入が6意 12百万円の減となり、合計で 11穫72百万円の減となったc
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c支詰iま委員会による段支計画に対して、人件費が4億 16百万円余り減少したが、一方、

管理費が3億 97百万円、支払科子が61百万陀の増となり、合計で42百万円増となっ

た。

O この結果、再毘蓋し後のセンターの収支計留におiする義経技支は、委員会による見直し

後の収支計画による赤字額34億 57西万円から、更に 12譲 14百万円赤字が拡大し、

46億 71百万円の赤字となる見通しとなった〈別紙5-1参頭〉。また、平成23年度末

!こは純資産(正味財産残高)がマイナスになることが毘込まれる〈思議5-2参殿〉。
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増 減 璃悶 増減

1，385 G 建設費 3， 161 。

く 5.委員会による収支計翻との事離要霞>

(1 )料金収入について嶋総鮒 5憶 62百万丹の;漬

O 寵棄物受入量については、淵水検知システムの異常検知に伴う受入停止期需の減少分を

除けば、委員会の推計どおりの受入議を確保できる見込みである。
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O 料金殺人は、主!こ次の理由により委員愈の推計を5億62苔万円下回る見込みとなった。

①受入単恒の引き下げ (2器75高万円の減)

舎廃棄物受入盤の減〈下記舎を捻く)(65 万円の減)

③原因究明作業に伴う麓棄物受入停止による濃 (2轍 22百万円の減)

《経営審査委員会の推計鐘>> (単位:嘉棄物口トン、料金収入山千円〉

合計 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

受入量 83，677 4，429 11，720 15，912 18，338 19，244 14.034 
ー一一ー一一……叩一一一…………ω 一一一一…醐…榊 一一ーー岨ー……軸 絹一一一一一輪柵 叩…一一ー一一一 相脚…一四一一一弔問

科金収入 1.517，505 77，092 213，027 289，215 333，318 349， 768 255.085 

《袈在の見込み》

z
a
z
a
-
a
g
e
s
-
'
'
S
2
2
5
5
2
2
'
z
s
 

合計 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

受入量 67，403 3，234 7，435 8，611 18，285 18，011 11，827 
ー一一ー唱'…………時 一一………冊一一一 ー一一世叫…酬岬… 時一一白幅一一時…輔 一綿一一“一一嶋一 ……ーー一一四一

料金収入 955，969 61，545 107， 183 119，486 253， 723 249，921 164， 111 

1-句....-....-ーー司叩同側側叩姐---_......・繊

〈2)運営費橋助金について駕鵬・ 6億 12百万円の滋

o )露営農補助金は、主に次の理由によザ委員会の推計を6億 12百万円下自る見込みとな

ったo

e県派遣職員iこ対する人件費補劫金の減 (5樟 98百万円の減)

「《収入>> (単位:千防 l 
i | 賠 |結審委見込額| 毘込み | 増減 | 罷考

1 1人持費棚金収入 I 68開 81 82， 3641.A 5ω則肌山9ω肌仰7，6吋行椛泣~吋哨叩H出附3羽6の補助金 | 

②躍境モニタリング構劫金の減 (14百万円の減〉

《人件費捕助金の減少理由》

※地方公務員涼違法では、罵則として、深遣職員の給与は派遣先法人が支給することとさ

れている。このため、事業毘への派遣職員の給与は、事業団が支給し、相過額を需が犠

助してきた。平成立 1年 12月に判決が確定した神戸市の派遣職員に関する裁判では、

神戸市が外郭団体等に派遣した職員について、当該自体に対して行った人件費繕勃が違

法とする判断がなされた。この判決を受け、事業団派遣職員への給与支給方法の按討を

行った結果、派遣法第6条第 2壌に基づき?、勤務実績に基づく勤勉手当などの一部の手

当を除き、県が直接支給することとした。
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(3)管理費について・・・ 19百万円の減

O 管理費は、主に次の理由により委員会の推計を 19百万円下回る見込みとなった。

①事業団負担人件費の減 (4億 16百万円の減)

「一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一I
<<支出>> (単位:千円)

項目 |経審委見込額| 見込み | 増減 | 備考

: I事業費人件費 680，吋 264，2441企 m 叫H22-H360)人件費 | 

②原因究明作業に要する経費の増 (77百万円の増)

「一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
((支出)) (単位:千円)

項目 |経審委見込額| 見込み | 増減 | 備考

: I原因究明作業 01 76，5叫 76，508 

| 原因究明作業(堀戻し、テント設置等) 仰 16

L原因究明作業の検討業務 4，914 原因究明作業に伴う計測業務 4.578 

③埋立管理業務などセンタ-管理経費の増 (3億 20百万円の増)

「一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一l
《支出》

項目 経審委見込額 見込み 増減 備考

埋立管理業務 159，115 318，464 159，349 
廃棄物の展開検査、
埋立、覆土

浸出水処理施設管理業務 315，270 448，945 133，675 
浸出水処理プフント管
E里

浸出水処理施設修繕 124，000 150，138 26，138 浸出水処理施設のオー
パ ホ ル 等

(4)その他の支出について・圃・ 61百万円の増

O 平成21年度運営資金については、委員会の推計時点での借入想定額を 52百万円、支

払利子を約5百万円と見込んでいたが、借入実績が3億84百万円と 3億 32百万円余り

増加したことに伴い、支払利子は総額で約66百万円となり、委員会の推計を61百万円

上回る見込みとなった。

14 



※参考

1 )瀦7.1<検知システムの異常検知にともなう露関究明作業の彰響

φ料金収入の減 2穫22百万円

②原毘究明作業経費 77百万円 → 沼健98吉万円の収支悪化

2)人件費支給方法の変更む彰響

さ〉人件鑓補助金収入の誠 5器98百万円

②事業岳負担人件農の減 州議16百万円 → 1億82S万円の収支悪免

< 1 .センターの今後の方向性について>

O リサイクんの進牒、民間施設との競合など、産業廃棄物を取り巻く環境は大きく変住し、

センターへの農薬物の搬入護は当初の計蹄段階より大轄に減少している。また、センター

の坂支計翻の再克蓋しの結果、最終収支(維持管理期聞が終了する平成36部時点)誌、

46億71百万円の恭平となることが毘込まれる。

O しかしながら、センターは、本県において産業廃棄物の適正な処理を確保するた品、多

くお罷探者の僻理解をいただきながら、事業毘が45億65百万円という多韻の資金を誌

に投乙て建設されたも拐である。

O 計剖期間 (5. 5年間)中の農業物搬入議は、計画埋立葉の 29.3弘jこ過ぎず、また、

計語埋立量にj議するまで、壊立期間を計臨議関から 9年間廷長することとした場合の最終

収支の泰字は、 5縞 5年間で埋立てを終了した場合に比べて 59苔万円の増加に止まるこ

とから、農業麗棄物の適正な拠斑のたゐに、引き続き、その機能を最大限に発揮していく

ことが望ましい。

O 従って、県としては、今後、漏水検知システムの異常検知の諜悶究明作業をできるだけ

早く完了させ、麗棄物の受け入れを再開させた上で、平成22年2F.1議会で表現した方針

のとおり、引き続2号、廃棄物的搬入促進に向けた取り組みを推進するとともに、再開後の

廃棄物の受入状況を一定期間、毘極めた上で、埋立期間延長について、地元の皆様と協議

をおE互いして参りたいと考えている。

O なお、漏水桧知システムの異常検知に起関する原因究明作業の結果を踏まえ、異常横知

原臨の内容等から、吏に受入停止期間の長期fとが見込まれる場合には、その詩点!こおいて、

改めてセンターの方舟性について検討を行うこととする。

15 



く 2.事業聞の財政基盤の安定化について〉

O 事業自においては、センヲーの潟水検知システムが輿常検知したことに起悶ずる服悶究

現在〉作業のた治iこ多額の経費が発生していること、これに伴って廃棄物の受け入れが米だ

静止状態ιおることから、多大な費用金控が生じている。

O 他方で、公益法人観度改革に捧い、平成25年 11.Fl30Bまでに新続投での財部法人

への移行申請を行わないと事業団は自動的に解数とな号、また、移行後も純資態が2期連

続してお百万円を下回ると解散しなければならない。

従って、事業団に対する財政支援!こ当たっては、純資産3百万円を確保することに器意

する必獲がある。

16 
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全国の産業廃棄物の動向

0排出量の推移等

397，0001 408，0001 411，6231 419，4251 403， 661 

[企1.9目]

再生利用量 156，0001 172，0001 201，3291 218，8111 216，507 

[+7.5目]

(再生利用率) 39.3目 42.2略 48. 9首 52.2目 53.6目

最終処分量 84，000 58，000 30，440 20，143 16， 701 

[企45.1弘]

(最終処分率)| 21.2%1 14.2%1 4.8%1 

0最終処分場の残余容量等
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[企6.5幻
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別紙4-1

産業廃棄物の最終処分等に関するアンケート調査(多量排出事業者)の結果について

。調査対象

平成21年度の年間排出量が500トン以上であった多量排出事業者:147事業者

※主な排出事業者の約7割を対象

。有効回答数

111事業者/147事業者(回答率75.5%)

1 今後の排出量等の見込み

(1 )排出量・・・・・・・・ 「大きく減少するJr減少するJ:47件(42.3%)

「大きな変化なしJ:44件(39.6%)

「大きく増加するJr増加するJ:18件(16.2%)

※H21年度を100とした場合の今後の見込み(単純平均)

H21年度:100.0 H25年度:91.1 H30年度:85.3 

(2)再生利用量・・・・ 「大きく減少するJr減少するJ:29件(26.1児)

「大きな変化なしJ:49件(44.1%)

「大きく増加するJr増加するJ:31件(27.9見)

※H21年度を100とした場合の今後の見込み(単純平均)

H21年度:100.0 H25年度:97.3 H30年度:96.8 

(3)最終処分量・・・・ 「大きく減少するJr減少するJ:24件(40.0切)

「大きな変化なしJ:25件(41.7弘)

「大きく増加するJr増加するJ:8件(13.訓)

※H21年度を100とした場合の今後の見込み(単純平均)

H21年度:100.0 H25年度:84.4 H30年度:76.5 

2 今後、きらに発生抑制等の取組手進める余地

(1 )発生抑制・・・・・・・・・ 「大いにあるJr多少はあるJ:82件(73.9見)

「全くないJrほとんどないJ:23件(20.9見)

(2)再資源化・再利用・・・ 「大いにあるJr多少はあるJ:83件(74.8%)

「全くないJrほとんどないJ:23件(24.3%)

3 最終処分場の確保

困っている..匪・圃 22件(19.8見)

困っていない・・ .89件(80.2見)

困っている理由・・ 1位処理料金が高い、 2位運搬費用が高い、3位最終処分場の不足

困っていない理由・・ 1位最終処分なし:54件(60.7%)、2位委託業者が処分場を確保:31件(34.8%)

20 



別紙4-2

の結果について

@罷査対象
平成21年 6月の操業以降、環境整備センターへの累積搬入選が25トン afd以上の処理業者 (21社〉を調査対象とした。
※調査対象事業者の累積諜入援は約 9，025トン・ nfで開業後の総搬入最約 10，668トン .nfの約85%をおめる。

産業廃棄物の最終処分等に関するアンケート謡査〈処理業者〉

。有効回答数
酪収数 20 (毘努務 95%)

センターの搬入捧止に伴う対応について1 

搬入停止江伴い、他の処分場事業者から搬入のき|き合いが芸ろったか( 1 ) 

• 9 
・12 

(j)あった
窃なかった

どのように処分先を確録したか

. 7 
• 3 
・7
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センター再開後的機入について
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今後の見通し等について鹿棄物の最終処分等の現状、

平成22年度の最終処分量詰〈前年比較〉
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(5) 

最終延分場存選ぶi擦に重視すること

21 

処分業者、施設の稽頼性
処理料金が低廉であること
できるだけ近くにあるこど
受入条件(穣題、受入量、分耳目基準〉
取引実績があること

1位
2位
3稔
4位
5位

3 



告〉収入

1，3851 

1，5181 

P叫2
1，237 

P叫2

145 

合計
4，285 (A) 

01 

出実果環壇整欝センうjl-" J訳文計聞の再見直し結果

φ 支出

説 明
11 

現 関 経営審査委
言十爾 員会見直し

1，3681 1 鰻設費 3，161 

‘原Iill究明に伴う受入停止4222

A 5621防禁物史人気の減465
〈受入停止分を除く〉 4，912 管理費 3，573 

-料金引下げ4275

輸 i鳳f琵X何 1-1干~^ 1，067 財寵運官費 433 

2 16 
その{患の

5751 支出

.A 1，172 7，363 
合計

7， 742 (8) 

最懇
i民支差 A. 3.457 

(A)ー (B)

別紙5-1

増減 説 明
概算収支
針磁

。 3，193 

-事業団負担人件費の滅企416

企 19
-原思究場経費+17
.i，里立管理業務+160 3， 116 
• ì~美出水処理施設管理+134
. ::義邸主主主色ミ霊施設修繕+26

G 446 

61 IH21借入金約子+61 590 

42 
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経営審査委員会推計との比較分析

。推計結果 委員金の収支計画上の器牢3， 457百万円→4， 6 7 1百万円

なお、赤字幅が 1，2 1 4百万円拡大した主な喪躍は以下のとおり

。廃幾物殺人量について

‘j鰭水検知システムの誕常強知に伴う受入停止期間の減少分を挽けば、議員会の推計どおザの受入量を確保できる見込みα

@料金収入

・主に次めま豊富により、委員会の推計を5龍62S万円下部る見込み
φ侵入単揺の引き下げ 2犠γ5百万円
ゆ鹿棄物受入量の減(下龍舎を除く) 65密万円 のや命口3億 40百万円
告漏水検知システムの異常検知の原間究明作業を実施するためjこ謀議獲物の受入を停止〈平成22年 10.F.l5日から) 2穫 22百万円

;m. 
♂岡崎

料金収入

，， 

955奪号69I 61，545 I 107，183 I 119，486 I 253，723 I 249，921 I 164，111 

別紙5-1の詳細



。地方公務員j決議法では、部員立として、旅理職員の給与は祇遣先法人が支給することとさ玩て示否。
oこのため、事業関への減殺職践の給与は、事業団が支給し、相当額を県が補助してきた。
。平成21年12月jこ判決が織2をした神戸市の派議職員!こ関する裁判では、神戸市が外郭団体等に派遣した職員について、当鱗間体に対して行った

人件費補離が違法とする判断がなされた。
oこの判決を受付、事議開i祇滋職員への給与支給方法の検討を行った結果、派遣法第6条第2項に基づき、勤務提繍に基づく勤勉手滋などの…部

の手当を除き、県が寵搬支給することとした。

増減

(単位:千円)

備考経務奇襲見込鶴l 見込み

82，3641 J.. 597，654IH22......H36の補助金680，018 

く県補助金収入について>.嶋.~m違法対応前の見込み

埋立期間・組組 84，153千円/年

維持管理期間・・・ 17，510千円/年

(単位:千円〉

犠考

行36の人件繋

増減

J.. 415，774 

く事業団長担分の晃込み>・民事時構外、勤勉等の各種手当など

埋立期損・ E ・21，285千p:j/年

維持管理期謂..・ 4，414千円/年

z、2
.t.. 

@平成22年 10月4司、謂水扇語示コ正予ムが異常を検知じていたことが戦線、上j欝謹水シートの磁援のおそれがあったことから、藻棄物のきを瓦瓦蚕
中止。

。震函究明作業lま、安全曹理委員会の了解を受けた体業計器i二議づ安濃籍。
謡査箇所にアスベスト含有農薬物が壇め立てられており、万全なアスベスト飛散黙止対策を講乙たよで護霊i二作業を行う惑要があったことから、
詔査期詞が長期化。多額の経費、受入静止による料金収入の大韓な減少など、事議揺の経営に大きな負担を負わせることとなった。

。なお、センターにおいて誌、震題究顎作業を継続中であるが、受入手写織の時期後平成23年10丹と箆込んで推計を持っている。

増減

〈主総説:千p:j)

犠考
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213，0271 107，1831..a. 105， 

235，333 119，4861 J.. 115，8471H231;t予算額

く議3義務(])5を入実議、見込みについて>

識人見込蓑 H22 : 11， 720. 22トン → 搬入実麓 7，434.89トン

行23: 18，325トン → 8，611トン〈受入再開を 10 F.lと見込む)

〈単位:千円)

備考経審委見込額i 見込み 増減

76， 508 O 76，508 

く掠悶究明作業!こ聾する経費〉

線幽説明作諜(城演し、テント設置等) 67，016 

牒閥抗明作織の検討議務 4，914 

原臨究明作議!こ仲う計測業務 4，578 



p、o
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。平成21年遣選議資金

議議会の誰計時点でお舗入想定額約52百万円 →矯入実績給384百万円
支払利子約 6蔀 万 円 → 実績約 66 iぎ万円 支払君子が約 61磁万円増加

。センター背理詰憂古事

展開検霊祭などの廃難物受入業務の増加、議出7.1<拠1思議の増おによる処理施設渚耗品使用量の増結等
平成21年震設計額等を平成22年度挺結実積、平成23年醗予算額lこ置き換え

経審委見込翻| 毘込み 増減

159，115 I 318，464 I 159，349 

〈単位:千円)

備考

覆土 i鶏難 a埋11.期間終了時の最終覆土41，695千円安含む

315智 270I 448，945 I 133，675 Iプラント管理 総理箆設の;肉料品〈活性撲等)を合む

.闘処理施設のオーバーホール等出水処理施設諺繕 124，000 I 150， 138 26，138 



※年度別減価償却見込額 (単位.百万円) ※生産高比例法の積算根拠となる年度別埋立量 (単位:トン、凶)

要償却額 償却方法 償却年数

H21 H22 H23 H24 H25 H26 計商 見込 H21 H22 H23 H24 H25 H26 
終了後~

本体建設工事 2，164 生産高比例法 5.5 128 55 64 136 134 1，647 トンペーヌ合計 341，000 86，878 16，646 8，137 9，424 20，013 19，714 12，945 

極E浸出水処理施設 1，241 定額法 5~15.5 153 153 153 153 153 32 444 230，000 67，403 3，234 7，435 8，611 18，285 18，011 11，827 
卜一一一一一一

開業費 1，160 定額法 5 232 232 232 232 232 111，000 19，475 13，412 702 813 1，728 1，703 1，118 

維持管理積立金 911 m'ベース合計 281，000 78，440 16，646 7，160 8，292 17，609 17，345 11，389 

戸戸合計 4.565 513 440 449 521 519 1.355 207，000 61，609 3，857 6，692 7，750 16，457 16，210 10，644 

覆土 74，000 16，831 12，789 468 542 1，152 1，135 745 

圃埋立期間5.5年の場合の収支見通し

〈E昧財産期末残富の推計〉

(単位.百万円)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 l 終H2了6受後入四

正味財産期首残高 1，416 1，416 950 279 ... 329 ... 867 企 3，17

料金収入 62 107 119 254 250 
経常収益

その他 193 2 6 6 6 

減価償却等 513 440 449 521 519 1，679 1，355 
経常費用

その他 208 340 284 277 270 263 

単年度損益 A 466 A 671 A 608 A 538 A 533 企 1，772 企 1，355

期末残高 1，416 950 279 A 329 企 867 企 1，400 企 3，172 企 4，527

『、a
0"> 

※H26の減価償却額のうち本体建設工事分l立、 H26の廃棄物受入分88百万円と最終覆土による1，559百万円の計1，647百万円.

(単位:百万円)

償却期間償却等の方法

1，2411定額法(建物、機紙等ごと)1対象ごとの法定年数

5年間

別幸氏5-2

(単位:百万円)

項 目 | 金 額

土地

基本財産

期末残高

1
 

1
 

1
 
30 

3 

E今

最終限努さ~~~
計 ... 4，527 



寿社奇¥ll;5-3

し一 環境整備センターの収支見通し 1 
く正昧財産期末残高の誰針・・・壊立完了まで樫立てた場合〉

(単位:百万内)

H20 ト121 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 ト130 H31 H32 H33 H34 判35

正味財産期首残高 1.416 1.416 意50 279 A 329 A 867 A 1.400 A 1，575 A 1.751 A 1，907 A 2，063 A 2，229 A 2，395 A 2，562 A 2，741 A 2，922 

料金収入 62 107 119 254 250 246 239 235 232 228 225 221 218 215 
経常収益

その他 193 2 8 s 8 6 8 8 6 s 6 8 告 s 6 
一一一

152 減{滋償却等 513 440 449 521 519 164 162 160 158 156 154 150 149 1，629 
経常費用

その他 208 340 284 277 270 263 262 241 239 248 246 246 256 256 256 

単若手段損益 企 466 A 671 A 608 A 538 A 5~3 A 175 A 176 A 156 企 156 A 16告 A 166 A 167 A 179 A 181 A 1，664 

潮来残高 1，416 950 279 A 329 A 867 A 1，400 A 1，575 A 1，751 A 1，907 A 2，063 .... 2，229 A 2.3鍔 ....2.562 .... 2，741 .... 2.922 .... 4，586 

~見交差との関係 i

E3 く;球部鑓却〉

ニ主地 111 

基本MP.襲 30 

期*~講話器 3 

収支釜 e :..<4;730 

食昔十 ... 4.586 

{単位:議万円}

i一 一 . .1.... .減価償却等見込額
喪償却綴i護部方制償却年数I イ ， 

十-121 ト-122 I H23 H24 村25 ト-126 H27 H28 H29 H30 H31 上-132 H33 H34 H35 

本体建設工事 2，1告41生E量語高比例法 5.5 128 55 64 13告 134 132 130 128 126 

設総
一

明
情
"

焔
一
費

釦
一
噛
閣

議
拘
関
紙

1，241¥定額法 I5-24.5 

1，1601定額法 5

153 
一_.....1.::1 .ー…j516.J?i-f? 32 32 

124 

32 

122 120 118 117 530 

153 153 32 32 32 32 188 

232 232 232 2321 232 

維持管滋積立食 書11

合計 4通565 513 440 449 521 519 164 162 160 158 156 154 152 150 1491 1，629 

※生度高比例法の積纂根拠となる年度却場'iL量 〈単t立:トン、 rrll

埋立容議 年度溺埋立量

計臨 見込 H2l 

トンベース 合計 341，000 341，000 16，646 8，137 9，426 20，013 1事，714 19，418 1乳127 18.839 18.557 18，279 
ー一一.-冊".・F ・-ー…ーー一 --一一"ー_.. 町一町一ー由 H一一一一 …叩ー..毒事_.肉 ...・一一仲 …一一……ー一一… 一一 ー一一一一 喧…町，~--叩・_.-.

230，00号 221;480 3，234 7.435 喜，草11 18.285 18，011 17，741 17，475 17，213 16，955 16，701 
一…一一 町一一一一.. ‘…押←唱・，… -一明…ー・， ー一一明町一 町一酬時一{ー

111，000 119，520 13，412 702 815 1.72器 1.703 1，677 1.652 1.626 1，602 1.578 1，532 1，508 

ぷペース 281，000 281，0詰§ 16.646 7，1容器 札293 17，609 17，345 17，085 16，829 16，576 16，328 16，083 15，841 15，604 15，369 15，139 69，093 
事司島出品h

園町句...~，ー・..，.且 ‘偽 一一一.-.叩 .-.~・ 0 …叩叩 世ー・...甲山明削 '吋._.跡岬酬ー伺F ‘M .._._~~ _."ー『 跡…咋一一一M 問問ゐ帽，~".- 一-一一一一 司"..阿明 ・ー...降欄副Aゆ 一_.，岨 b ・根町6伸明叫 ー ん -ト』押ーし酔引ー.'
207.000 200，282 3.器57 6.692 7，750 16.457 16.210 15.967 15，728 15.492 15.260 15.031 14，805 14，583 14，364 14，149 13，937 “一白，ー叩四四四 四一，司町四憎叩日 一一一時一 一昨砂場川町神 司一-一山静帽幅一 '一吋哨吋川町市命，.. …‘一一一 ---一…￥恥 ._.....--ー，陶 4胸 ....・e恥値目視向嗣骨鼻咽ゐ

1.005 74.000 80.718 12.789 468 543 1.152 1.135 1，118 1，101 1.084 1，D68 1.052 1，036 1首021 990 55，156 



参考概算収支計画における正味財産の推移

(単位:百万円)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 | 終H2了6受後入ー
正味財産期首残品 1，398 1，398 1，196 1，153 1，155 1，158 670 

料金収入 756 850 945 945 945 
経常収益

その他 60 60 60 60 601' 249 

減価償却等 785 720 769 769 769 
経常費用

その他 233 233 233 233 233 760 

期末残高 1，398 1，196 1，153 1，155 1，158 1，161 159 

※年度別減価償却額 (単位・百万円)

r¥3 

cx> 

別紙5-4

(単位:百万円)

項目 | 金額

土地 111 

基本財産 30 

最終!収支会

口 |計田

※生産高比例法の積算根拠となる年度別埋立量 (単位:t、m')

埋立容量
r指叩酵日目l 

寸iーーーーー
計画 見込 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

トンベース合計 341，000 337，099 53，938 43，805 48，673 48，673 48，673 93，337 

F 230，000 231，244 35，576 40，023 44，470 44，470 44，470 22，235 

111，000 105，855 18，362 3，782 4，203 4，203 4，203 71，102 

m3ベース合計 281，000 278，689 44，259 38.542 42，825 42，825 42，825 67，413 

P 
ト一一一一一一

207，000 208，120 
3122..02418111 362 •• 05221 1 

40，023 40，023 40，023 20，012 
ト一一一一一

74，000 70，569 2，802 2，802 2，802 47，401 

参考経営審査委員会の収支見通しにおけるE昧財産の推移

(単位.百万円)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 | 終H2了B受後入四

正味財産期首残高 1.416 1，416 916 459 48 ..... 332 ..... 2，157 

料金収入 17 213 289 334 350 
経常収益

その他 197 92 86 82 80 

誠価償却等 513 472 503 521 五'28 1，156 
経常費用

その他 261 290 283 275 269 

期末残高 1，416 916 459 48 企 332 企 699 企 2，1571 .:.t.. 3，313 

※年度別減価償却額 {単位:百万円}

要償却額 償却方法 償却年敵
同抽極却時昆泊費耳目出主主日れ 、 ~::~:~:::;:;:/:~:~: ~::::，:i:;:HnHd:B !iHmn}H jj=jj;;!'T;".'.詠

H21 I H22 I H23 I H24 I H25 I H26 I 終H2了6受後入回

本体建設工事 2，164 生産高比例忠 5.5 128 87 118 136 143 

混出水処理胞設 1，241 定額法 5-5.5 153 153 153 153 153 

4コ開業費 1，160 定額法 5 232 232 232 232 232 

維持菅理積立金

合計 4，565 513 472 503 521 528 1，156 

項目 | 金額

土地 111 

基本財産 | 初

期末陵高

亡コ
間
一
計 A 3，313 

[~冊30ω0∞0叫ンに対する埋立て寧， 尾。司屯止

※生産高比例法の積算根拠となる年度別埋立量 {単位 t，m') 

埋立容呈 |担
日目前山

計画 見込 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

トシベース合計 341，000 101，440 16，646 12，540 17，026 19，622 20，590 15，016 

降五一 230，000 82，481 3，234 11，720 15，912 18，338 19，243 14，034 

同土 111，000 20，899 13.412 1，107 1，503 1，733 1，818 1，326 

m3ベース合計 281，000 92，960 18，646 11，286 15，323 17，659 18，531 13，515 
ト一一一一一

廃同盟棄土物 207，0∞ 75，180 3，857 10，548 14.32116.50417.31B12』83841|| 

74，000 17，780 12，789 738 1.002 I 1，155 I 1，212 




